






















































1,はじめに 

これまでの社会福祉の制度や施策は、人間の生存権をはじめとして生活・教育などの諸々

の社会権を確保すべく取り組まれてきた。しかし、現代の社会においては、単に社会権の

獲得だけではなく、個人の意志や人身の自由などの自由権をも保障する方向へ向かってい

る。つまり、社会権の確立と同時に、自由権をも社会福祉のシステムに組み込むことを想

定し始めたと言える。これは、第二次世界大戦以降、個人の尊厳を尊重する人権思想が世

界的な潮流となったこと、さらにはその中で、社会が個人を恋意的に扱うことへの反省が

ある。 

1994 年に日本でも批准された児童の権利に関する条約では、子どもにも大人と同じく市民

としての観点から、子どもの社会権と自由権とを認めている。そこでは単に大人から一方

的に庇護されるだけの存在ではない一個の人間としての尊厳を見いだすことができる。こ

の児童の権利に関する条約の国内での発効に伴い、児童養護施設等に措置される子どもに

対して、権利を説明する小冊子が配布されるようになったことや、児童相談所と施設とが、

それぞれに家族と子どもへの支援計画を策定することになったこと、また施設でのケア基

準の策定など、個別の子どもや家族へのきめの細かい援助とその場合に社会が担う説明責

任(accountabnity)を確保しようとしていることは、前述の自由権保障の流れにそったもの

として評価できる。しかし、真の意味での自由権を保障するためには、子どもや家族の意

志が十分に表明されることが必要である。そして、個人の意志が十分に表明されるために

は、意志を形成するための情報が的確に提供され、当事者によって、それらが吟味されて

いることは欠かせない条件である。 

今回実施された調査は、児童養護系の施設、特に児童養護施設と児童自立支援施設、里親

に措置委託された子どもと家族とが、どのような情報提供を受けているかの実態を調べた

ものである。 


